


2024 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG 
global organization of independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.1    KPMG Insight Vol.67

次世代経営管理基盤の
実現像
― データ・テクノロジーが牽引する

ESG経営管理―

あずさ監査法人

コンサルティング事業部

中内 聡子／ディレクター

治経済・社会の課題先進国である日本に拠点を置く企業にとって、
ESG対応を折り込むビジネス変革は急務です。そして、限られた

経営リソースで対応スピードを向上するには、従来以上にデータ・テクノロ
ジー活用が欠かせません。増大するステークホルダーの要求に伴う継続
的な課題に対応するため、CFOは経営管理にESG資本経営の要素を取り
入れ、有意義な変化を推進していく必要があります。企業データの統合が
進むことで、財務部門はESGの各領域に関する戦略的な意思決定をもサ
ポートし、推進できるようになります。
本稿では、まず変容する競争環境で求められるESG経営のためのデータ
活用の重要性と、CFOへの期待役割の拡大傾向を振り返ります。そして、
目指すべき経営管理体制とデータ分析基盤の論点、その実現アプローチ
を定義し、ESG資本経営の要素を盛り込む経営管理の基礎となるデータ
基盤の実現像を考察します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあ
らかじめお断りします。

政

POINT 1

CFO・経理財務部門の役割拡大
と高まるデータの重要性
CFOと財務経理部門の強化すべき対象と
して、予算精度や損益の適正化、将来予
測への関心が高まっている。また、非財務
情報の開示要請を受け、財務・非財務情
報を横断してのデータ収集・分析・開示を
財務経理部門で担おうとする傾向も見ら
れる。

POINT 2

目指す経営管理体制・データ分析
基盤と最新のデータ・テクノロジー
との双方向の実現アプローチ
データ分析基盤は、従来、原則的には机
上で目指す経営管理体制を定義し、概
念実証等を経て必要なデータ分析要件
を定めて構築していた。しかし、データ分
析基盤に係るテクノロジーの発展により、
こうした従来のアプローチに加えて、社内
外に散在する財務・非財務データ収集を
起点としてデータ分析要件、ひいては経営
管理体制を変革するアプローチも視野に
入れることが可能となった。

POINT 3

ESG経営データ基盤構想の発展
段階と将来的な実現像の導出
多くの企業におけるデータ分析基盤の現
状は、法定・適時開示への対応段階、あ
るいはFP&A（財務計画・分析）への対応段
階にある。ESG経営を支えるデータ分析
基盤としての発展の方向性を、最新テクノ
ロジー動向を反映して考察すると、ビジネ
ス部門の業務プロセスレベルで生じる明
細データまで財務・非財務データを統合
し、意思決定に活用する段階が想定され
る。中長期的には、データ収集・加工・分
析の各段階に生成 AI等が埋め込まれ、
経営管理の半自動化・高速意思決定が
期待される。
統合管理対象データの拡大と最新テク
ノロジー動向を見極め、経営管理体制に
フィードバックし、実現像を明確化するこ
とが重要である。

中内 聡子
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Ⅰ

変容する競争環境下でデー
タ活用の重要性とCFOへの
期待役割が拡大

現代の企業活動の命題を、事業活動を
通じて収益を上げると同時に社会の長期
的な持続可能性に貢献し、その促進のた
めの投資を行っていくことと位置付けるな
らば、環境・社会・ガバナンスのESG課題
を経営管理の構成要素に盛り込む必要が
あります。財務指標を上位に置いてきた従
来の戦略・計画策定にESG課題解決に向
けた施策を折り込み、適切なモニタリング
とアクションを継続し、適切に把握・開示
すること。それが広範なステークホルダー
から求められています。
経営意思決定においては、企業活動を

財務的側面から捉えるデータに加え、社
内外のビジネス活動より生じる非財務
データの必要性・重要性がより高まってい
ます。企業活動の環境負荷を現す代表的
な指標であるGHG（温室効果ガス）排出
量を例に挙げると、算定手法により要件

は異なりますが、製造業であればScope1 ・ 

2排出量1を算定するために工事建屋別や
生産ライン・工程別の燃料使用量・電力
消費量の実績値が求められるかもしれま
せん。Scope3排出量 1であれば、サプライ
ヤーからの調達品目の排出量を把握する
必要が生じる場合もあります。また、各
Scopeの活動量をGHG排出量へ換算する
ために、排出係数データベースを取得する
必要もあります。このように、経営管理に
必要なデータ領域は、財務・非財務を横
断し拡大しています（図表1参照）。
一方、CFOと財務経理部門の強化すべ

き機能として、業績予測、中期経営計画、
M&A等の意思決定への参画、製品・サー
ビス／顧客別の損益管理や分析など、予
算精度や損益の適正化、将来予測に関
する役割の強化に関心が高まっていま
す。KPMGジャパン発行の「CFOサーベイ 

2023」2にて「事業部門に対するインサイ 

トの提供」に取り組んでいると回答した企
業では、データ活用や既存システム改修、
新システム導入に取り組むと回答した割
合が高く、データ分析やシステム高度化を

通じてインサイトを得る段階へと進んでい 

ます。
CFOと財務経理部門の非財務データ領

域への関与度合いは、企業の運営体制や
職務分掌により異なりますが、CEOやビジ
ネス部門の戦略パートナーとして、また開
示内容にオーナーシップを持つという観
点で、財務経理部門が非財務情報も把握
し、分析ニーズを探索する企業が出てきて
います。
これはすなわち、CFOと財務経理部門

にとってのデータ活用の重要性と期待役
割が財務から非財務へ、また過去・現在
の実績から将来予測へと拡大しているこ
との証左と言えるでしょう。
このように拡大する期待役割を果たす

には、先端テクノロジー・デジタルソリュー
ションによって分析データを整備するこ
とと、それを活用できる人材確保が欠か
せません。テクノロジーを活用して、より
広範囲に効率化を推進しつつ、経営情報
からインサイトを得る業務高度化へと、リ
ソースをシフトすることが必須となります。
しかしながら、非財務データは社内外

出所：KPMG作成

客観的・信頼性の高い情報に基づく蓋然性の高い未来を管理し、価値創造を実現する
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図表1 中長期の価値創造に向けたESG経営のコンセプト
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に広く存在し、必ずしも一元管理されてい
ません。多くの場合、あるデータは基幹業
務システムで記録・管理され、固有の業務

目的に特化したデータは各業務部門の表
計算ソフトや担当者の手元で管理されて
います。限られた経営リソースで社内外に

散在する財務・非財務データを取得、将
来予測も加えて分析し、対応スピードを向
上するには、従来以上にデータ・テクノロ

出所：KPMG作成
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図表2 CFOへの期待役割の拡大
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図表3 データドリブンESG経営実現に向けた主な課題

サステナブル経営戦略・事業戦略策定
事業ポートフォリオ経営の実践（既存・新規事業）
ROIC経営・事業間シナジー・グループ組織再編
リスクマネジメント・BCP策定
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戦略策定・意思決定

経営戦略の中長期計画・施策への反映と財務・非
財務（サステナビリティ）のKPI定義
中計・単年度計画・各事業計画との紐付け・整合
性担保
事業評価におけるROC、ICP（インターナルカー
ボンプライシング）概念の取込み　等

業績評価（指標・目標）

組織横断で連携可能なDX・SX部門の設立および
デジタル人材の育成
管理データ要件変更（組織変更等）に柔軟に対応
できるCoE組織の検討（データ管理組織）
経営管理データ収集業務に関するSSC組織の設立
検討（経理・経企・経営管理リソース不足の対
応） 等

データドリブン経営を前提とした意思決定プロ
セスの再構築
HQコーポレート・事業部・子会社等組織間の連
携強化
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外部データ（各種統計・競合情報等）を用いた比
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管理要件変更に柔軟に対応できるIT基盤構成の
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工数低減）
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キュリティの担保（法定開示プロセスに耐えう
るシステム基盤）等
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ジー活用が必要とされます（図表2参照）。

Ⅱ

ESG経営データ基盤構築に
向けた論点とアプローチ

中長期にわたる価値創造に向けたESG

経営を行うには、財務・非財務領域横断
で戦略・マテリアリティから落とし込まれ
た事業計画データ、過去・現在の信頼性
の高い実績データ、客観的データに基づ
いた蓋然性の高い将来予測データによる
経営管理を可能とするデータドリブンの
「仕組み」が必要です。この「仕組み」は、
単に情報システムのみを意味するのでは
ありません。経営管理体制と経営データ
の分析基盤の両輪で構成されるものです
（図表3参照）。

1. ESG経営管理体制とデータ分析基盤
についての原則的論点

全社的にデータとその分析を基に意思
決定して目標達成を目指す「データドリブ
ン経営」は、決して目新しい概念ではあり
ません。データドリブン経営の実践を目的
に、多くの企業がDWH（データウェアハウ

ス）やETL（Extract/Transform/Load）など
のデータ処理ツール、BI（ビジネスインテ
リジェンス）などのITソリューションを導入
し、データ分析基盤を整備してきました。
しかし、それらの企業が必ずしも効果を上
げているとは言い切れません。データ品
質や組織文化、意思決定プロセスなどさ
まざまな要因がありますが、たとえばデー
タ品質の面で言えば、いったん蓄積した
データが経営管理体制の変化、または変
化したい方向性に合わせて継続的にメン
テナンスされていない点が挙げられます。
データの過度な個別最適化も一因で

す。当初は全社で一貫した目的で、データ
標準と分析ニーズに即してデータ分析基
盤を構築したものの、運用過程で個々の
ビジネス部門のニーズを取り込んだり、組
織変更や担当者が変更されるたびに用途
が限定されるデータが蓄積され、結果とし
てデータが活用されないということになり 

ます。
ESG経営の実現に有用なデータ分析基

盤構築の第1歩は、原則としてESG経営で
何を実現したいのか、どのような経営課題
を解決したいのか、目的や目標を明確化
することです。経営管理体制について言え
ば、①戦略・意思決定、②業績評価指標、

③組織・人材の3観点で、現状と中長期で
目指す姿を明確化し、④データドリブンを
前提とした意思決定・情報収集プロセス、
⑤必要データと分析ニーズ・分析シナリオ、
⑥ITインフラ構成を定義して、経営データ
基盤構築の構想を具体化することが必要
です。

2. 最新テクノロジーによる制約解消と
高度化を起点とするアプローチ

留意点は、最新テクノロジーにより従来
の制約が解消され、押し上げられているこ
とです。過去にはデータ容量、処理速度や
スケーラビリティなどの制約を大前提とし
てデータ分析基盤が構築されてきました。
現在、ハードウエアの処理能力の向上や分
析処理技術の進化、クラウドの普及などに
より、大規模なデータ分析基盤を相対的
に安価に構築できるようになりました。
さらに、より高度な統計モデルや機械

学習・強化学習、生成AIがさまざまなITソ
リューションに埋め込まれ、データ補完・
分析自動化や将来予測に活用されつつあ
ります。最新テクノロジーのデータ分析へ
の活用は年々加速しているのです。
前述のとおり、中長期で目指す経営管

出所：KPMG作成 * DMP：Data Management Platform
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図表4 ESG経営を行うためのデータ基盤構想

多くの企業の現状 経営管理データ基盤のTo-Be

持続
可能な

経営AIドリブン経営の実践
（リアルタイム分析・高速意思決定）
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（統合データを元に意思決定）

FP&Aの強化

法定・適時開示対応
（会計・サステナビリティ）

AIによる経営管理業務の
半自動化

DMP*の整備と分析AIの活用
（社内外の経営データの一元化）

業務の高度化 
（IT活用度）EPM・BIシステム導入

（経営見える化）
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次世代経営管理基盤の実現像　―データ・テクノロジーが牽引するESG経営管理―
Digital 
Transformation

理体制を明確にし、経営データ基盤構
築構想を具体化することが原則的なアプ
ローチですが、経営管理体制の検討段階
で最新テクノロジー動向をフィードバック
し、想定した技術的制約を押し上げ、目指
す姿をより高度化するアプローチも欠か
せません。

Ⅲ

ESG経営データ基盤構想の
発展と将来的な実現像

多くの企業におけるデータ分析基盤
の現状は、会計システムや連結会計シス
テムで決算開示のための財務データが
管理され、経営管理データは表計算ソフ
トなどで手作業で集計・管理される段階
（Level1）、あるいは財務計画・分析目的で
あらかじめマネジメントが必要だと定めた
本社管理対象の予実データがシステムで
一元管理・効率的に可視化されているも
のの裏付けとなるビジネス部門のデータは
個別管理の段階（Level2）にあるのではな
いでしょうか（図表4参照）。ESG経営を支

えるデータ分析基盤としての発展の方向
性を、最新テクノロジー動向を反映して考
察すると、ビジネス部門の業務プロセスレ
ベルで生じる明細データまで財務・非財務
データを一元管理し、分析・可視化と将来
予測がテクノロジーにより部分的に自動
化される段階（Level3）と考えます。ESG経
営に必要なデータの一元管理化によって
トレーサビリティを確保し、AIによるデー
タ管理・分析業務の自動化を進め、精度
の高い将来予測と高速な意思決定を可能
にする経営データ分析基盤です。
さらに中長期的なテクノロジーの発展

を加味すると、データ収集・加工・分析の
各段階に生成AI等が埋め込まれるように
なります。そうなれば、ユーザーは高度な
予測モデル構築スキルが無くとも、基礎的
な統計学やデータ加工・分析の理解で予
測分析が可能になり、本社管理部門メン
バーだけでも精度の高いセントラルフォー
キャストを行うことが可能になると思われ
ます（図表5参照）。

Ⅳ

さいごにー全社的な取組み

本稿では、ESG経営におけるデータ活
用の重要性とCFO・財務経理部門への期
待役割拡大を念頭に、ESG経営データ基
盤の論点と検討アプローチ、実現像を取
り上げました。実際にESG経営データ基盤
を構築し、継続的に運用するには、組織・
人材面を始め多方面での影響・課題が生
じます。
今後、経営環境の変化や分析ニーズの

多様化に伴い、さまざまな管理要件の変
更が生じると想定されます。そこで、ESG

経営データ基盤を持続的かつ機動的に維
持・拡張する施策例として、管理業務・シ
ステム・データに精通した専門メンバーか
ら成るCoE（Center of Excellence）組織の
立ち上げを挙げます。CoE組織にデータ基
盤管理や分析（AI含む）のノウハウを集積・ 

組織知化するというわけです。それによ
り、人材の異動・変更等の人的リソースの
変化に対応し、持続可能な管理体制を構
築することが可能となりますし、DX人材
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出所：KPMG作成
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図表5 経営管理システム構成とデータフロー例

戦略・マテリアリティ実現に必要な、全事業の詳細デー
タがDMPで一元管理化され、データ管理業務が自動
化されている

AIは、自然言語を用いた経営アドバイザリーを実施（DMP
の詳細データから、積み上げ式で精度が高い予測データを
生成）
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育成の課題も包含できます。
ESG経営データ基盤構築は局所的な取

組みではありません。マネジメントの意思
の基に経営企画部門、経理財務部門、情
報システム部門を含む全社的な取組みと
位置付けることが成功要因の1つであると
考えます。

1  Scope1：自社における直接排出、
Scope2：他社共有の電力・熱・蒸気に伴
う間接排出、Scope3：Scope1・2以外
の間接排出

2  KPMGジャパン CFOサーベイ2023

  https://kpmg.com/jp/ja/home/

campaigns/2023/05/cfo-survey-2023.

html

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

有限責任 あずさ監査法人
中内 聡子／ディレクター　

 satoko.nakauchi@jp.kpmg.com

関連情報

デジタル時代に対応するCFO・財務経理部門向けコ
ンテンツ 

http://home.kpmg/jp/ja/home/
insights/2021/07/aas.html
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